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第１回：済
・現状の整理
・「課題と論点の整理」論点１（法目的、理念）、論点２（SNS規制）
・今後の進め方
第２回：済
・「課題と論点の整理」論点３（リテラシー）（総務省、文部科学省から現状説明）
・「課題と論点の整理」論点４（青少年有害情報）
・工程表の進捗状況（こども家庭庁等）
第３回：済
・第１回・第２回の御議論のまとめ
・第１回こどもとのセッション及びこどもへの意見聴取の御報告
・ヒアリング（クリエイター、事業者）
第４回：本日
・「課題と論点の整理」論点３（フィルタリング）

→ 総務省におけるワーキンググループの御報告（工程表の進捗状況）
・工程表の進捗状況（経済産業省等）
・「課題と論点の整理」論点５～８（事業者役割リバランス、実効性）

→ ヒアリング（学識者等）
第５回：5/22
・「課題と論点の整理」論点５～８（事業者役割リバランス、実効性）
・工程表の進捗状況（消費者庁等）
第６回：6/26
・「課題と論点の整理」論点５～８（事業者役割リバランス、実効性）＋残る論点
・中間整理案
・工程表の進捗状況（内閣府等）
第７回：7/30
・中間整理 P

第１回：3/24
・SNS規制についてどう思う？

こどもとのセッション

第２回：
・大人の議論（WGの議論）につ
いてどう思う？

新WGの進め方（案）

今後のスケジュール



１．フィルタリングのあり方と事業者間の役割リバラン

スついて・・・・・・・・・・・・・・・・p.3

２．次回の検討事項・・・・・・・・・・・・・p.21
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１．フィルタリングのあり方と事業者間の役割リバラン

スついて

２．次回の検討事項



＜論点＞
１ 法の目的（第１条）や理念（第３条）について、現在の状況に鑑みてその妥当性をどう考えるか。また、こども基
本法やこどもの権利条約、ウェルビーイング概念との関連付けをどう考えるか。
２ 諸外国では法律等により一律に青少年の使用を規制する動きもみられている一方で、我が国で同様の法令整備を行
うことについてどのように考えるか。
３ リスクの多様化に対して、整備法で定められる方策、すなわち、①教育・啓発活動の推進（第３章）、②フィルタ
リングの推進（第４章）の二軸による対応で十分といえるか。現行法上、フィルタリングは「青少年有害情報の閲覧
を制限するためのプログラム」と定義されているところ、この機能を求める枠組みで十分か。また、その前提として、
どのような「リスク」を整備法の射程と捉えるべきか。
４ 法第２条第４項における「青少年有害情報」について、諸外国の対応状況等も注視しながら、多様化してきたリス
クに対応する形で、例えば、例示の範囲を拡大させる、同項各号の例示を定義とする等についてどう考えるか。
５ 現行において義務が課されている携帯電話事業者と、それ以外のＳＮＳや動画共有サービス、アプリストア、ゲー
ム、ライブ配信等のプラットフォーム事業者を含むステークホルダー間の役割分担のリバランスが必要であることに
ついてどう考えるか。
６ 法第21条ないし第23条の特定サーバー管理者の努力義務の履行をより促し、あるいはさらなる法的対応を行うこと
を含め、誰がどのようなリスクに対応してどのような対応を担うのか、諸外国の例、国内の法令による対応を踏まえ
つつ、実態の把握を行うとともに、これを踏まえた検討を進めることについてどう考えるか。
７ 一定規模のＳＮＳ等のプラットフォーム事業者を含む特定サーバー管理者に対して、様々な年齢確認方法、例えば
携帯電話事業者からの年齢情報の提供や、ＡＩによる年齢判定等を求めることについて、実現可能性や諸外国の例を
見極めつつ、その是非、法的根拠をどう考えるか。
８ 法における規律の実効性を確保するための仕組みの必要性をどう考えるか。

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）

「課題と論点の整理」（抄）
＜課題＞
スマートフォンの普及等に伴い、青少年を取り巻くリスクが非常に多様化してきている中で、青少年インターネット
環境整備法が時代にあわなくなっている。
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「フィルタリングのあり方」と「事業者間の役割リバランス」について

検討事項

 現行法において、フィルタリングとは、
①インターネットを利用して公衆の閲覧に供されている情報を一定の基準に基づき選別し、
②インターネットを利用する者の青少年有害情報の閲覧を制限する
ものと定義されている。一方で、発信リスク等の新たなリスクに対応するため、OS事業者が提供する
ペアレンタルコントロール機能を法律上位置付けることについてどう考えるか。

 併せて、法第十三条から第二十条に定められている事業者に係る規定について、そのあり方をどう考
えるか。
（※）第21条～第23条の「特定サーバー管理者」については次回取り扱う。

5

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第79号）

（定義）
第二条 （略）
２～８ （略）
９ この法律において「青少年有害情報フィルタリングソフトウェア」とは、インターネットを利用して公衆の閲覧に供されている情報
を一定の基準に基づき選別した上インターネットを利用する者の青少年有害情報の閲覧を制限するためのプログラム（電子計算機に対
する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう。第十六条及び第十九条において同じ。）をいう。

10この法律において「青少年有害情報フィルタリングサービス」とは、インターネットを利用して公衆の閲覧に供されている情報を一定
の基準に基づき選別した上インターネットを利用する者の青少年有害情報の閲覧を制限するための役務又は青少年有害情報フィルタリ
ングソフトウェアによって青少年有害情報の閲覧を制限するために必要な情報を当該青少年有害情報フィルタリングソフトウェアを作
動させる者に対してインターネットにより継続的に提供する役務をいう。

11・12 （略）



青少年インターネット環境整備法に基づくフィルタリングの推進 参考

総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第１回）青少年保護の取組状況等について（抄）

6

青少年確認

フィルタリング説明

フィルタリング
サービス提供

フィルタリング
有効化措置

契約締結者又は携帯電話端末等の使用者が18歳未満か確認

①青少年有害情報を閲覧するおそれ、②フィルタリングの必要性・内容等を保護者又は青少
年に対し、説明

契約とセットで販売される携帯電話端末等について、販売時にフィルタリングソフトウェアの設定
を行う。（保護者が希望しない旨を申し出た場合を除く）

携帯電話事業者及び代理店に対して、以下を義務付け

上記「青少年確認」において、保護者等に対して、携帯電話端末等を青少年に使用させるために契約を締結しようとする場合には
その旨を申し出ることを義務付け

（注）その他

〔 2008年６月11日成立、2017年６月16日改正法成立、2018年２月１日改正法施行 〕

（法第13条）

（法第14条）

（法第16条）

■ 青少年インターネット環境整備法

契約締結者又は携帯電話端末等の使用者が青少年の場合、保護者が利用しない旨を申し
出た場合を除き、フィルタリングサービスの利用を条件に通信サービスを提供 （法第15条）

※灰色線の枠内は、平成29年の改正で追加された義務

種類
（モード） 小学生 中学生 高校生 高校生プラス

制限対象

ゲーム、動画、音楽など

懸賞、成人娯楽など

SNSなど

出会い、アダルト、違法など

懸賞、成人娯楽など

SNSなど

出会い、アダルト、違法など

SNSなど

出会い、アダルト、違法など 出会い、アダルト、違法など

■ 携帯電話事業者が提供するフィルタリングサービスによる閲覧制限の対象（一例）



フィルタリングサービスについて

総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第１回）青少年保護の取組状況等について（抄） 7

参考

ブラウザから
Webサイトを

閲覧

アプリから
サービスを
利用

メールの利用

不法
薬物
自殺
出会い
暴力・恐怖
ポルノ
裏情報
セキュリティ

翻訳・キャッシュ
コミュニケーション
ギャンブル・宝くじ
飲酒・喫煙
成人娯楽
主張

ショッピング
懸賞・副収入
趣味・娯楽

（保護者の同意の下で）
利用者が個別に
カスタマイズ機能を
用いて閲覧可能とした

サイト・アプリ

■スマートフォンによる
インターネットの利用形態

■特定分類アクセス制限方式
によるフィルタリング

閲
覧
不
可

閲
覧
可
能

個々のサイト・アプリをカテゴリ別に分類

閲覧不可のサイト・アプリでも、
下記の場合は閲覧可能となる

 フィルタリングサービスは、URLをカテゴリごとに制限するブラックリスト方式で行うことを前提とし、閲覧制限の対象を最小限
に止める仕組み。

 携帯電話事業者は、フィルタリング事業者により分類されたカテゴリに基づき、携帯電話事業者が提供するフィルタリング
サービスを通じてサイト等へのアクセスを制限。



ペアレンタルコントロールについて

「ペアレンタルコントロール」の定義は以下のとおり（「こども大綱」（令和5年12月22日）より引用）

保護者がこどものライフサイクルを見通して、
その発達の程度に応じてインターネット利用を適切に管理すること。
こどもの情報発信を契機とするトラブル防止の観点を含むものであり、管理の方法としては、
技術的手段（フィルタリング、課金制限機能、時間管理機能等）と、
非技術的手段（家庭内のルールづくり等）とに分かれる。

（例）
・Webフィルタリング
・アプリの起動制限
・スマホの利用時間の制限
・チャイルドロック
・アプリのインストール制限
・アプリ内課金制限 ・近視防止機能

技術的手段

（例）
・食事中や歩行中は使わない
・○時まで（○時間まで）使用OK
・年齢に応じたアプリの利用
・個人情報は投稿しない
・目と端末の距離を適切に保つ
・トラブルに遭ったらすぐに周囲に相談する

非技術的手段（家庭内ルール）

総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第１回）青少年保護の取組状況等について（抄） 8

参考



OS事業者のペアレンタルコントロール機能と携帯電話事業者のフィルタリング機能

総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第１回）青少年保護の取組状況等について（抄）
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参考

 OS事業者において、利用時間の管理、アプリのインストールや利用の制限等ができるペアレンタルコントロール機能が
提供されている。

 携帯電話事業者等には、保護者から利用しない旨の申し出がない限り、フィルタリングサービスの提供が義務付けら
れている。

OS事業者が提供する主なペアレンタルコントロール機能

■アプリの使用制限
・成長度合（年齢）に応じて、段階ごとにすべてのアプリを分類。

■利用時間の把握・制限
・各アプリの使用時間等のデバイスの全
体的な使用時間について把握可能
・各アプリの使用時間の制限や、深夜な
どの特定時間の利用制限が可能

レート 内容
4+ 4歳未満の子どもに不適切
9+ 9歳未満の子どもに不適切
13+ 13歳未満の子どもに不適切
16+ 16歳未満の子どもに不適切
18+ 17歳未満の子どもに不適切

(例)

①インターネットへアクセス

②配信
サイトＡ

サイトＢ

ウェブサイト・アプリ
利用者

フィルタリ
ングソフト
(閲覧制限)

③

データベース

特定の条件に合致する
ウェブサイトやアプリを遮断
（例）
出会い、アダルト、自殺、
暴力、犯罪、薬物等

（ウェブサイトやアプリのデータを蓄積したもの）

携帯電話事業者が提供するWebフィルタリング機能

※画像・仕様はiOSの
スクリーンタイムより



総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第２回）青少年保護の取組状況等について（抄）

参考【iOS】スクリーンタイムによるペアレンタルコントロール

• 13歳未満の場合、保護者等が代理でアカウント
を作成し、設定可能

• 13歳以上の青少年についても、同様の機能を設
定可能

• 「設定」からファミリー共有をし、保護者のApple 
Accountと青少年のアカウントを紐づけ

• 青少年が利用する端末でも設定可能（パスコード
を設定）

• Webフィルタリング：成人向けのコンテンツの制限、
許可されたWebサイトのみのアクセス

• アプリフィルタリング：AppStoreにおけるレーティン
グに基づくダウンロード制限、個別アプリの非表示
設定

• 利用時間の把握、制限
• 位置情報の把握
• アプリ内課金の制限
• 通信・通話相手の制限（通話、FaceTime、メッ

セージ）
• ヌード画像が含まれる写真またはビデオを送受信

した場合の警告表示

対象 機能

設定方法

▲ファミリー共有

▲警告表示のイメージ
10



【Android】ファミリーリンクによるペアレンタルコントロール

• 13歳未満の場合、アカウント作成にファミリーリンク
の設定が必須

• 13歳以上についても、一部の機能を設定可能

• 「ファミリーリンク」アプリをダウンロードして、保護者の
Googleアカウントと青少年のアカウントを紐づけ

• Webフィルタリング：Chromeの制限と同様
• アプリフィルタリング：Google Playの制限と同様
• 利用時間の把握、制限
• 位置情報の把握
• 広告のパーソナライズの無効化、及びデリケートな

広告カテゴリの広告配信の制限
• 各種Googleサービスの利用制限や保護機能の

管理
• Google Play：レーティングに応じたダウンロード制

限、課金の制限
• YouTube：コンテンツのレベルの設定等
• Chrome：不適切なWebサイトの閲覧制限（

ALSIが提供するURLデータに基づいてフィルタリン
グ）、セーフサーチの設定、個別URLの閲覧制限

対象 機能

設定方法

参考

11
総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第２回）青少年保護の取組状況等について（抄）



総務省「デジタル空間における情報流通の諸課題への対処に関する検討会」
青少年保護ワーキンググループ（第４回）青少年保護の取組状況等について（抄）
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青少年のスマートフォン利用における技術的な保護策の現状 参考

ウェブフィルタリング アプリフィルタリング 発信の制限・見守り機能 利用時間の制限

あんしんフィルター
（ドコモ、au、ソフトバン

ク）
○

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリーンタイ
ムの機能を活用）

× ○

あんしんコントロール
（楽天モバイル） ○

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリー
ンタイムの機能を活用）

△
Androidでは送受信メッセージ

の監視機能がある
（iOSにおいてはスクリーンタイ

ムの機能を活用）

△
Androidでは可能

（iOSにおいてはスクリーンタイ
ムの機能を活用）

スクリーンタイム
（Apple） ○ ○ ○ ○

ファミリーリンク
（Google） ○ ○ ○ ○

環境整備法「青少年有害情報フィルタリングサービス」として求められる機能



13

検討課題①：「フィルタリングのあり方」について

＜検討事項＞

〇 総務省の青少年保護ワーキンググループにおける議論も踏まえ、フィルタリング機能に
加えて、ペアレンタルコントロール機能のうちの技術的保護手段である課金制限機能や、
時間制限機能等について、その法的な位置づけを議論すべきではないか。
具体的には、「Webフィルタリング」「アプリの起動制限」「スマホの利用時間の制

限」「チャイルドロック」「アプリのインストール制限」「アプリ内課金制限・近視防
止機能」等のうち何を「技術的保護手段」として含めるべきか。また、技術進歩ととも
にペアレンタルコントロール機能の拡充が見込まれる中で、法的な位置づけ・定義はど
うあるべきか。
→ 現行法上課されている各事業者への義務等と実態を踏まえると、現行のフィルタリ
ングの定義を変更すべきか（フィルタリングを技術的保護手段と改め、フィルタリン
グも含めた他の機能を各号列記する。）、若しくは現行のフィルタリングの定義で読
めない「技術的保護手段」について別途定義すべきか。

〇 また、第5条、第13条～第20条に規定されている事業者等に係る責務等について、フィ
ルタリングの定義の変更に伴って、その範囲も拡大しうることについてどう考えるか。
（具体的な論点）

→ 次項に記載
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【参考】関係事業者の義務概要

義務の主体 法令 概要
関係事業者 第５条 ・青少年がインターネットを利用して青少年有害情報の閲覧をする機会をできるだけ少なくするための措置。
携 帯 電 話 イ ン
ターネット接続
役務提供事業者
等
※第15条は「携
帯電話インター
ネット接続役務
提供事業者」に
限る。

第13条第
１項・第
２項

・役務提供契約を締結しようとする相手方が青少年であるかどうかの確認義務。
・契約者が青少年でない場合における役務提供契約に係る携帯電話端末等の使用者が青少年であるかどうかの確認義務。

第14条 ・青少年または保護者への次の事項の説明義務。
一 携帯電話端末等からのインターネットの利用により青少年が青少年有害情報の閲覧をする可能性がある旨
二 青少年有害情報フィルタリングサービスの利用の必要性及び内容並びに第十六条に規定する青少年有害情報フィルタ
リング有効化措置の必要性及び内容

第15条 ・フィルタリングサービス提供義務。
・ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しない旨の申出をした場合は、この限り
でない。

第16条 ・特定携帯電話端末等を販売する場合における、フィルタリング有効化措置実施義務。
・ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリング有効化措置を講ずることを希望しない旨の申出をした場
合は、この限りでない。

インターネット
接続役務提供事
業者

第17条 ・インターネット接続役務の提供を受ける者から求められたときは、青少年有害情報フィルタリングソフトウェア又は青少
年有害情報フィルタリングサービスを提供しなければならない。

・ただし、青少年による青少年有害情報の閲覧に及ぼす影響が軽微な場合として政令で定める場合は、この限りでない。

インターネット
接続機器の製造
事業者

第18条 ・青少年有害情報フィルタリングソフトウェア又は青少年有害情報フィルタリングサービスの利用を容易にする措置を講じ
た上で、インターネット接続機器を販売しなければならない。

・ただし、青少年による青少年有害情報の閲覧に及ぼす影響が軽微な場合として政令で定める場合は、この限りでない。

OS開発事業者 第19条 ・フィルタリングサービス等の利用を容易にする措置が円滑に講ぜられるように、当該プログラムを開発する（努力義務）。
フィルタリング
ソフトウェア開
発事業者

第20条 ・次の事項に配慮したプログラムの開発・サービス提供（努力義務）
一 閲覧の制限を行う情報を、青少年の発達段階及び利用者の選択に応じ、きめ細かく設定できるようにすること。
二 閲覧の制限を行う必要がない情報について閲覧の制限が行われることをできるだけ少なくすること。

・フィルタリングサービス等の性能及び利便性の向上（努力義務）



検討課題①：「フィルタリングのあり方」について
＜検討事項＞
〇 フィルタリングの定義の変更等に伴い、第5条、第13条から第20条までに規定される事業者の責務等の範囲が拡大しうる。このため、

事業者の類型に応じて、法律上新たに位置付けられるペアレンタルコントロール機能について、どの機能の提供・管理をどの事業者
の責務等とすべきか整理する必要があるのではないか。

（具体的な論点）
義務の主体 法令 フィルタリングのあり方にかかる論点

関係事業者 第5条 ・法目的等の見直しも踏まえて、「青少年がインターネットを利用して青少年有害情報の閲覧をする機会をできるだけ少な
くするための措置」については、多様なリスクへの対応を前提とした見直しが必要ではないか。その際、関係する事業を
行う者は、非常に多岐にわたることに留意が必要。

携 帯 電 話 イ ン
ターネット接続
役務提供事業者
等
※第15条は「携
帯電話インター
ネット接続役務
提供事業者」に
限る。

第13条第
１項・第
２項

特に無し

第14条 ・仮に、フィルタリングに加えて、ペアレンタルコントロール機能の内容や必要性についても説明する義務があるとした場
合、現場においても実効性のある形で円滑に運用できることが重要ではないか。

第15条 ・実態として、各キャリアにおいてはすでにウェブフィルタリング・アプリフィルタリングに加えて、時間管理機能や課金
制限などの一部ペアレンタルコントロール機能も含めて提供している。

・こうしたことを踏まえて、フィルタリングの定義の変更等が、キャリアの取組に与える影響についてどう考えるか。

第16条 ・上記（第15条）に加えて、現行の有効措置は、「アプリの起動制限に関するOSの設定を含む」と解釈されている点を踏ま
えて、フィルタリングの定義の変更等が、関係事業者の取組に与える影響についてどう考えるか。

インターネット
接続役務提供事
業者

第17条 ・フィルタリングの定義が変更等された場合、事業者が無理なく対応できる、実効性のあるものとなるよう義務等の内容を
整理する必要があるのではないか。

インターネット
接続機器の製造
事業者

第18条 ・フィルタリングの定義が変更等された場合、現行法の対象事業者の実態をよく把握した上で、事業者が無理なく対応でき
る、実効性のあるものとなるよう義務等の内容を整理する必要があるのではないか。

OS開発事業者 第19条 ・フィルタリングの定義が変更等された場合、すでに実態としてペアレンタルコントロール機能を提供している大手事業者
以外のOS開発事業者が無理なく対応できる、実効性のあるものとなるよう義務等の内容を整理する必要があるのではない

か。

フィルタリング
ソフトウェア開
発事業者

第20条 ・フィルタリングの定義が変更等された場合、事業者が無理なく対応できる、実効性のあるものとなるよう義務等の内容を
整理する必要があるのではないか。
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検討課題②：「事業者の役割リバランス」について

義務の主体 法令 役割リバランスの視点における論点
関係事業者 第5条 特に無し

携 帯 電 話 イ ン
ターネット接続
役務提供事業者
等
※第15条は「携
帯電話インター
ネット接続役務
提供事業者」に
限る。

第13条第
１項・第
２項

・青少年の確認については、フィルタリング等の青少年保護措置を提供するために必要であるため、引き続き必要ではない
か。ただし、その履行状況や年齢情報の活用のあり方については引き続き議論が必要（総務省ＷＧより）。

第14条 ・フィルタリング等にかかる説明義務については、保護者や青少年のリテラシー向上の観点からも、引き続き必要ではない
か。

第15条 ・フィルタリング等の提供義務については、コンテンツリスク（有害情報の閲覧）への対応として、引き続き必要ではない
か。

第16条 ・フィルタリング等の有効化措置義務については、青少年保護措置を実効的に行い得る程度にまで行うことが期待されるこ
とから、引き続き必要ではないか。

・なお、但し書きについては、事業者側にとって一律の対応をした方が現場の負担が少ないことも踏まえて、削除すること
についてどう考えるか。仮に但し書き規定を削除をしても、フィルタリング等を不使用・解除する権利を保護者から奪う
ことにはならないのではないか。

インターネット
接続役務提供事
業者

第17条 ・フィルタリング等の提供義務については、コンテンツリスク（有害情報の閲覧）への対応として、引き続き必要ではない
か。

・なお、但し書きについては、事業者側にとって一律の対応をした方が現場の負担が少ないことも踏まえて、削除すること
についてどう考えるか。仮に但し書き規定を削除をしても、フィルタリング等を不使用・解除する権利を保護者から奪う
ことにはならないのではないか。

インターネット
接続機器の製造
事業者

第18条 ・接続機器製造事業者の義務については、インターネットと接続する機能を有する端末においてフィルタリング等の青少年
保護措置を実装させるために、引き続き必要ではないか。

OS開発事業者 第19条 ・発信リスク等の新たなリスクに対応するためには、OS事業者が提供しているペアレンタルコントロール機能について、そ
の有用性に鑑み、フィルタリングの定義の変更等を検討することと併せて、さらに強化する必要についてどう考えるか。

フィルタリング
ソフトウェア開
発事業者

第20条 ・フィルタリングソフトウェア開発にかかる努力義務については、コンテンツリスク（有害情報の閲覧）への対応として、
引き続き必要ではないか。また、フィルタリングの中身について透明性を求める必要があるのではないか。

＜検討事項＞
〇 また、第5条・第13条～第20条に規定されている事業者等に係る責務等について、役割リバランスの観点からどう

考えるべきか。
（具体的な論点）
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【参考】各条文に関連するプレイヤー及びサービス（例）について
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【参考】関係条文

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第79号）

（関係事業者の責務）
第五条 青少年のインターネットの利用に関係する事業を行う者は、その事業の特性に応じ、青少年がインターネットを利用して青少年
有害情報の閲覧をする機会をできるだけ少なくするための措置を講ずるとともに、青少年のインターネットを適切に活用する能力の習
得に資するための措置を講ずるよう努めるものとする。

第四章 青少年が青少年有害情報の閲覧をすることを防止するための措置

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の青少年確認義務）
第十三条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者及び携帯電話インターネット接続役務提供事業者の携帯電話インターネット接続
役務の提供に関する契約（以下「役務提供契約」という。）の締結の媒介、取次ぎ又は代理を業として行う者（以下「携帯電話イン
ターネット接続役務提供事業者等」という。）は、役務提供契約（既に締結されている役務提供契約（以下この項において「既契約」
という。）の変更を内容とする契約又は既契約の更新を内容とする契約にあっては、当該既契約の相手方又は当該既契約に係る携帯電
話端末等の変更を伴うものに限る。以下この条及び次条において同じ。）の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは代理をしようとすると
きは、あらかじめ、当該役務提供契約を締結しようとする相手方が青少年であるかどうかを確認しなければならない。

２ 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、前項の規定により役務提供契約を締結しようとする相手方が青少年でないことを
確認したときは、当該相手方に対し、当該役務提供契約に係る携帯電話端末等の使用者が青少年であるかどうかを確認しなければなら
ない。

３ 携帯電話端末等を青少年に使用させるために役務提供契約を締結しようとする者は、携帯電話インターネット接続役務提供事業者等
が前項の規定による確認を行う場合において、当該携帯電話インターネット接続役務提供事業者等に対し、その旨を申し出なければな
らない。

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の説明義務）
第十四条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、役務提供契約を締結しようとする相手方が青少年である場合にあっては当
該青少年に対し、役務提供契約に係る携帯電話端末等の使用者が青少年であり、かつ、当該役務提供契約を締結しようとする相手方が
その青少年の保護者である場合にあっては当該保護者に対し、次に掲げる事項について、説明しなければならない。
一 携帯電話端末等からのインターネットの利用により青少年が青少年有害情報の閲覧をする可能性がある旨
二 青少年有害情報フィルタリングサービスの利用の必要性及び内容並びに第十六条に規定する青少年有害情報フィルタリング有効

化措置の必要性及び内容
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【参考】関係条文
青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第79号）

第四章 青少年が青少年有害情報の閲覧をすることを防止するための措置

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者の青少年有害情報フィルタリングサービスの提供義務）
第十五条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者は、役務提供契約の相手方又は役務提供契約に係る携帯電話端末等の使用者が青
少年である場合には、青少年有害情報フィルタリングサービスの利用を条件として、携帯電話インターネット接続役務を提供しなけれ
ばならない。ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリングサービスを利用しない旨の申出をした場合は、この限り
でない。

（携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の青少年有害情報フィルタリング有効化措置実施義務）
第十六条 携帯電話インターネット接続役務提供事業者等は、携帯電話端末等（青少年有害情報フィルタリング有効化措置（インター
ネットを利用する者の青少年有害情報の閲覧を制限するため、インターネットと接続する機能を有する機器に組み込まれたプログラム
の機能を制限する措置をいう。以下この条及び第十九条において同じ。）を講ずる必要性が低いものとして総務省令・経済産業省令で
定めるものを除く。）であって、その販売が携帯電話インターネット接続役務の提供と関連性を有するものとして総務省令・経済産業
省令で定めるもの（以下この条において「特定携帯電話端末等」という。）を販売する場合において、当該特定携帯電話端末等に係る
役務提供契約の相手方又は当該特定携帯電話端末等の使用者が青少年であるときは、当該特定携帯電話端末等について、青少年有害情
報フィルタリング有効化措置を講じなければならない。ただし、その青少年の保護者が、青少年有害情報フィルタリング有効化措置を
講ずることを希望しない旨の申出をした場合は、この限りでない。

（インターネット接続役務提供事業者の義務）
第十七条 インターネット接続役務提供事業者は、インターネット接続役務の提供を受ける者から求められたときは、青少年有害情報
フィルタリングソフトウェア又は青少年有害情報フィルタリングサービスを提供しなければならない。ただし、青少年による青少年有
害情報の閲覧に及ぼす影響が軽微な場合として政令で定める場合は、この限りでない。

（インターネット接続機器の製造事業者の義務）
第十八条 インターネットと接続する機能を有する機器であって青少年により使用されるもの（以下この条及び次条において「インター
ネット接続機器」という。）を製造する事業者は、青少年有害情報フィルタリングソフトウェアを組み込むことその他の方法により青
少年有害情報フィルタリングソフトウェア又は青少年有害情報フィルタリングサービスの利用を容易にする措置を講じた上で、イン
ターネット接続機器を販売しなければならない。ただし、青少年による青少年有害情報の閲覧に及ぼす影響が軽微な場合として政令で
定める場合は、この限りでない。
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【参考】関係条文
青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律（平成20年法律第79号）

第四章 青少年が青少年有害情報の閲覧をすることを防止するための措置

（インターネット接続機器の動作を直接制御する機能を有するプログラムを開発する事業者の努力義務）
第十九条 プログラムの実行をするためにインターネット接続機器の動作を直接制御する機能を有するプログラムを開発する事業者は、
携帯電話インターネット接続役務提供事業者等の青少年有害情報フィルタリング有効化措置及び当該インターネット接続機器を製造す
る事業者の青少年有害情報フィルタリングソフトウェア又は青少年有害情報フィルタリングサービスの利用を容易にする措置が円滑に
講ぜられるように、当該プログラムを開発するよう努めなければならない。

（青少年有害情報フィルタリングソフトウェア開発事業者等の努力義務）
第二十条 青少年有害情報フィルタリングソフトウェアを開発する事業者及び青少年有害情報フィルタリングサービスを提供する事業者
は、青少年有害情報であって閲覧が制限されないものをできるだけ少なくするとともに、次に掲げる事項に配慮して青少年有害情報
フィルタリングソフトウェアを開発し、又は青少年有害情報フィルタリングサービスを提供するよう努めなければならない。
一 閲覧の制限を行う情報を、青少年の発達段階及び利用者の選択に応じ、きめ細かく設定できるようにすること。
二 閲覧の制限を行う必要がない情報について閲覧の制限が行われることをできるだけ少なくすること。

２ 前項に定めるもののほか、青少年有害情報フィルタリングソフトウェアを開発する事業者及び青少年有害情報フィルタリングサービ
スを提供する事業者は、その開発する青少年有害情報フィルタリングソフトウェア又はその提供する青少年有害情報フィルタリング
サービスについて、その性能及び利便性の向上に努めなければならない。

（青少年有害情報の発信が行われた場合における特定サーバー管理者の努力義務）
第二十一条 特定サーバー管理者は、その管理する特定サーバーを利用して他人により青少年有害情報の発信が行われたことを知ったと
き又は自ら青少年有害情報の発信を行おうとするときは、当該青少年有害情報について、インターネットを利用して青少年による閲覧
ができないようにするための措置（以下「青少年閲覧防止措置」という。）をとるよう努めなければならない。

（青少年有害情報についての国民からの連絡の受付体制の整備）
第二十二条 特定サーバー管理者は、その管理する特定サーバーを利用して発信が行われた青少年有害情報について、国民からの連絡を
受け付けるための体制を整備するよう努めなければならない。

（青少年閲覧防止措置に関する記録の作成及び保存）
第二十三条 特定サーバー管理者は、青少年閲覧防止措置をとったときは、当該青少年閲覧防止措置に関する記録を作成し、これを保存
するよう努めなければならない。
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１．フィルタリングのあり方と事業者間の役割リバラン

スついて

２．次回の検討事項



検討事項論点５～８
（※）第21条～第23条の特定サーバー管理者に係る部分。

工程表進捗状況の御報告（消費者庁等主務の論点について）

第５回（５/22）の予定

22



＜論点＞
１ 法の目的（第１条）や理念（第３条）について、現在の状況に鑑みてその妥当性をどう考えるか。また、こども基
本法やこどもの権利条約、ウェルビーイング概念との関連付けをどう考えるか。
２ 諸外国では法律等により一律に青少年の使用を規制する動きもみられている一方で、我が国で同様の法令整備を行
うことについてどのように考えるか。
３ リスクの多様化に対して、整備法で定められる方策、すなわち、①教育・啓発活動の推進（第３章）、②フィルタ
リングの推進（第４章）の二軸による対応で十分といえるか。現行法上、フィルタリングは「青少年有害情報の閲覧
を制限するためのプログラム」と定義されているところ、この機能を求める枠組みで十分か。また、その前提として、
どのような「リスク」を整備法の射程と捉えるべきか。
４ 法第２条第４項における「青少年有害情報」について、諸外国の対応状況等も注視しながら、多様化してきたリス
クに対応する形で、例えば、例示の範囲を拡大させる、同項各号の例示を定義とする等についてどう考えるか。
５ 現行において義務が課されている携帯電話事業者と、それ以外のＳＮＳや動画共有サービス、アプリストア、ゲー
ム、ライブ配信等のプラットフォーム事業者を含むステークホルダー間の役割分担のリバランスが必要であることに
ついてどう考えるか。
６ 法第21条ないし第23条の特定サーバー管理者の努力義務の履行をより促し、あるいはさらなる法的対応を行うこ
とを含め、誰がどのようなリスクに対応してどのような対応を担うのか、諸外国の例、国内の法令による対応を踏ま
えつつ、実態の把握を行うとともに、これを踏まえた検討を進めることについてどう考えるか。
７ 一定規模のＳＮＳ等のプラットフォーム事業者を含む特定サーバー管理者に対して、様々な年齢確認方法、例えば
携帯電話事業者からの年齢情報の提供や、ＡＩによる年齢判定等を求めることについて、実現可能性や諸外国の例を
見極めつつ、その是非、法的根拠をどう考えるか。
８ 法における規律の実効性を確保するための仕組みの必要性をどう考えるか。

（◎こども家庭庁、総務省、経済産業省）

「課題と論点の整理」（抄）
＜課題＞
スマートフォンの普及等に伴い、青少年を取り巻くリスクが非常に多様化してきている中で、青少年インターネット
環境整備法が時代にあわなくなっている。

23



「事業者の役割リバランス（※特定サーバー管理者）」について

検討事項
 現行規定されている特定サーバー管理者には、ＳＮＳを含め、検索サイト、ＥＣサイト等様々な事業
者が入り得ると考えられるところ、仮に一部の特定サーバー管理者に対して一定の責務を課す場合に
は、どのような事業者（サービス）を対象として考えるべきか。また、現行は必ずしも営利目的でな
い場合も特定サーバー管理者に含まれるため、サービス内容だけではなく、事業内容や事業規模も踏
まえて対象を定めるべきか。

 仮に対象を数量的な基準に基づいて定める場合には、どのようなものが考えられるか。特定電気通信
による情報の流通によって発生する権利侵害等への対処に関する法律や、特定デジタルプラット
フォームの透明性及び公正性の向上に関する法律では、その法目的に照らして必要な基準を設けてい
るが、青少年インターネット環境整備法において、どのようなものであるべきか。

 事業者におけるサービスは多様であることを踏まえつつ、青少年を多様なリスクから保護するための
措置のあり方について、どのような措置を求めることが考えられるか。例えばリスク評価の実施と、
当該評価に基づく何らかの必要かつ合理的な対応を求める等の対応は考えられるか。こうした場合に
は、どのようなリスクを射程とし、どの程度まで具体的に対応の公表を求めるべきか。また、こうし
た対応の実効性を担保するための措置としてどういったものが考えられるか。

 また、保護措置として年齢確認の実施を求めることについてどう考えるか。仮に年齢確認を求める場
合には、どのような方法が合理的なものとしてあり得るのか。また、年齢確認を異なる年齢ですり抜
けた場合の保護をどこまで求めるべきか

 仮に一部の特定サーバー管理者に対して一定の責務を課す場合には、現行全ての特定サーバー管理者
に対して課されている法第21条～第23条の努力義務のあり方はどうあるべきか。 24
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